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アンケート調査に見る島原市と深江町の地域差の分析
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StudyonComparisonofResident'sConsciousnessbetweenShimabaraCity

andFukaeTownSufferedbyVolcanicDisasterofMt.FugeninUnzen

by
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ThevolcanicdisasterofMt.FugeninUnzenwasprolongedandenlargedmorethanfiveyears.

PeopleofShimabaraCityandFukaeTown hadsufferedfromrepeatedpyroclasticflowsanddebrisflows.

Thevolcanicdisasterrenderedseverebadeffectsonthelocaleconomyincommerceandindustry.Several

reconstmctionandpromotionplanstoconstructcitywithcountermeasuresagainstdisastersweremadeby

localgovernments.Inthispaper,WeinvestigateciviclifeinShimabaraandFukae,consciousnessof

citizensaboutreconstructionplans,promotionplansandcityplanningaftervolcanicdisasterbyques-

tionnairesuⅣey.Thepresentsituationsandproblemsaboutcitylifeandresident'sconsciousnessabout

variousplansofShimabaraandFukaearecomparedanddiscussed.

1.まえがき

雲仙普賢岳の噴火災害 (平成2年11月～平成 7年 5

月)で被災した島原市と南高来郡深江町は,水無川を

はさんで隣接している (図-1)o雲仙普賢岳の噴火

開始当初は島原市が全国的なニュースに取り上げられ

たが,深江町に関するニュースは少なく,深江町は島

原市内の町として受け取られるケースもあった｡また,

財政力や被害に両自治体の差があるため,避難対策や

義援金の配分などに相違が見られた｡このように,こ

れら2つの自治体の災害中の住民への対応,合意形成

の方法,災害復興 ･振興への取り組み,住民意識およ

び社会経済状況などに大きな相違があることが考えら

れる｡そこで,本研究では,島原市および深江町で行

ったアンケート調査に基づき,現在の生活,本復典計

画および災害対策などについて結果の比較分析を行

う｡
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2.島原市および深江町について

島原市は島原半島の中核都市として,深江町は後継

者のいる豊かな農業地域として発展してきた｡島原市

および深江町では,雲仙普賢岳の噴火災害により,表

-1のような物的被害に加え,島原市では,観光客の

減少などによる商業被害を受けた｡一方,深江町では,

町の基幹産業である農業が降灰などの影響により大き

な被害を受けた｡また,平成2年から平成7年の間に

島原市,深江町でそれぞれ9.0%,6.5%の人口の減少

が見られた｡

3.アンケート調査の概要

｢島原市全域の復興 ･振興に関するアンケー ト調

査｣1)および ｢深江町の復興 ･振興に関するアンケー

ト調査｣の概要は表-2のとおりである｡質問項目は

生活の現状や今後の災害対策など多岐にわたってい
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表-1 噴火災害による島原市および深江町での被害

有

明

海

区 分 島 原 市 深 江 町

平成 2年の人口および平成2年から 44,828人 8,422人

平成 7年の人口減少率 9.0% 6.5%

物的被害 住家 全壊 587戸 101戸
半壊 .一部規壕など 608戸 690戸

非住家 852戸 243戸

義-2 アンケート調査の概要

図-1 島原市と深江町の位置

島 原 市 深 江 町

実 施 年 月 平成9年 9月 平成10年11月

配 布 .回 収 郵 送 方 式 郵 送 方 式

対 象 者 島原市全域の20歳 深江町全域の20歳

以上 以上

選挙人名簿から無 選挙人名簿から無 .

作為抽出による約 作為抽出による約

3% (963人) 15% (940人)

秦-3 アンケート結果に差がある項目･差がない項目差がある項目

･現在の住まいの住宅

･住まいの住宅地の位置

･住まいの地域

･自治会行事の参加

･住んでいる町内会 (自治体)の活動

･住み続けたい理由

･住み続けたくない理由

･現在の生活の不便 ･不満

･市町村合併について

･合併する場合の市町村の組み合わせ

･合併に賛成の理由

･合併に反対の理由

･今後の人口の予測

･火山観光化に期待できる理由

･火山競光化に期待できない理由

･噴火災害による各種事業の進行

･今後の災害対策

･がまだす計画重点プロジェクトの上位5個

･がまだす計画への地域住民意向の反映

･防災マップ,防災ガイドブックを見たことがあるかどうか

･町内会 (自治体)で避難訓練が行われたことがあるかどうか

･避難訓練に参加したことがあるかどうか

･今後の噴火活動について

･土石沈はまだ発生すると思うかどうか

･土石流の発生のおそれが少ない理由

･自主防災組織の結成を知っているかどうか

･自主防災組織が災害時に有効であるかどうか

差 が な い 項 目

･近隣の付き合いの変化

･住み続けたいかどうか

･高齢化社会対策

･火山観光化に期待できるかどうか

･雲仙普賢岳砂防指定地利活用構想が策定されたことを知って

いるかどうか

･国立公園雲仙 ｢緑のダイアモンド計画｣(ルネッサンス計画

(仮称))の策定を知っているかどうか

･｢がまだす計画｣(島原地域再生行動計画)の策定を知って

いるかどうか

･がまだす計画の内容を知っているかどうか

･がまだす計画が島原地域の振興 ･活性化に役立つかどうか

･がまだす計画に期待できる理由

･がまだす計画に期待できない理由

･現在の防災マップの利用

･家族の中に災害時に自力で避難できない人がいるかどうか

･土石流が発生したときの避難対象地区に含まれているかどうか

･今後心配される災害

る｡災害前からの居住者が島原市で93.0%,深江町で

83.7%と回答者の多くを占めている｡男女別および年

齢別の回答率には島原市,深江町の差はほとんどな

い｡

4.アンケート結果の比較

島原市民と深江町民を対象として行ったアンケート

調査の共通する項目について結果を比較し,｢差があ
る項目｣および ｢差がない項目｣をまとめると,義-
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匠国 島原市(N=408人)

- 深江町(N=346人)

古くからの集落

振興住宅地

噴火災害後の住宅地

不明

その他,無回答

一･yL-:還..ブ7,:狗- 7⊥挺 .3

7.20. 83.

4.5.

1.01.7

1.02.6
020 40 60 80 100

図-2 現在の住宅について

図一3 町内会 (自治体)活動への参加状況

3のとおりとなる｡｢島原市,深江町に住み続けたい

および住み続けたくない理由｣,｢市町村合併に賛成お
よび反対の理由｣,｢火山観光化に期待できるおよび期
待できない理由｣などの項目では,島原市民と深江町

民の考え方に差が見られる｡また,住環境や防災に関

する項 目においても,いくつかの差が見られる.一

方,火山観光化やがまだす計画 (島原地域再生行動計

画)2),雲仙普賢岳砂防指定地利活用構想などの本復

興への動きに対する受け取りにおいては差が小さい｡

以下に,｢差がある項 目｣について内容ごとに比較分
析を行う｡

4.1 地域およびコミュニティについて

現在の居住地区は,島原市では ｢住宅地域｣,｢農業
地域｣がそれぞれ67.4%,19.4%,深江町では ｢農業

地域｣,｢住宅地域｣が49.3%,43.6%で 1,2位とな
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秦-4 町内会 .(自治体)活動の内容
(複数回答)

項 目 島 原 市(N-408人)(%) 深 江 町(N-346人)(形)

清掃 91.4 88.4

スポーツ大会 51.2 71.1

資源物回収 51.2 19.7

敬老会 48.3 56.6

子供会 44.9 52.9

お祭 り 21.6 56.9

公民館活動 16.4 26.3

旅行 ll.8 10.1

盆踊 り 8.3 5.8

カラオケ,ゲー トボール大会 6.6 15.0

お稽古ごと(お茶,お花,民謡など) 6.4 5.8

防犯パ トロール 4.7 5.8

見学会 2.6 3.5

その他,無回答 3.0 5.8

団 島原市(N=34人)

- 深江町(N=19人)

0 20 40 60

図-4 島原市および深江町に住み続けたくない理由

っている｡｢古 くからの集落｣に住んでいるという回

答は,島原市,深江町でそれぞれ72.3%,82.8%とな

っている (図-2)0｢振興住宅地｣という回答は,島

原市で20.8%であるのに対し,深江町では7.5%にと

どまっており,それぞれのまちの特性が表れている.

町内会 (自治会)行事へ ｢積極的に参加している｣

としている人は,島原市,深江町でそれぞれ52.7%,

64.2%となっており,深江町での参加の割合が高くな

っている (図-3)｡深江町では ｢スポーツ大会｣お
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秦-5 現在の生活の不便不満
(複数回答)

項 目 島 原 市 深 江 町(N-408人) (N-346人)

(形) (%)

交通の便 40.7 37.3

収入 30.4 28.3

都市下水 .廃水処理 28.7 24.3

仕事 27.0 22.3

健康 .医療 27.0 14.7

高齢者福祉 21.3 17.6

災害 (土石流,浸水など) 16.2 8.7

駐車場 14.5 3.8

買物 13.2 17.9

情報の入手 ll.3 10.1

交通安全 9.6 5.8

文化活動 8.6 6.6

住宅 8.3 3.5

子供の教育 7.6 9.0

人間関係 7.6 9.0

蘇音 7.1 4.9

スポーツ .レクレーション 6.6 5.5

衛生 5.6 6.6

プライバシー 4.2 7.8

生活学習 3.2 2.9

よび ｢お祭り｣といった住民がふれあう行事がそ

れぞれ71.1%,57.1%と島原市の51.2%,21.6%

を大きく上回っている (義-4)｡一方,｢資源物
回収｣においては島原市で深江町の2倍以上の回

答がある｡

4.2 生活および行政について

島原市および深江町に ｢住み続けたい｣とする

人は,どちらも約90%で差は見られない｡最も多

くあげられた住み続けたい理由は,島原市で ｢愛

着がある｣であるのに対し,深江町では ｢家や畑

がある｣という農業に最も重要であることがあげ

られている｡一方,他の都市に移りたい理由として,

島原市では ｢人口や商工業の流出でまちがさびわる｣

というまちの活力の無さがあげられており,深江町で

は ｢収入少なく生活できない｣という実生活に最も大

きな閉篭があげられている｡その他にも,図-4を見

ると両者の差が大きく出ている｡

次に,現在の生活の不便 ･不満としてほ,島原市,

深江町とも上位4位の順位は変らないが,全体的に深

江町に比べ島原市の回答の割合が高くなっているもの

が多い (秦-5)｡特に,｢健康 ･医療｣,｢災害 (土石
流,浸水)｣および ｢駐車場｣についての回答は島原

市において10%前後多くなっている｡特に,｢駐車場｣

広域行政を行うこと
よって行政改革ができ

地方分権の時代に
今の市町の単位で
小さすぎて対応でき

有効な土地利用
可能であ

行政区画の区分による災
対策などの差がなくな

元来島原半島は1つ
ブロックであったか

その他,無回

団 島原市(N=180人)

■l 深江町(N=120人)

(複数回答)

にるははいがる育るのら答 l l 58.359.2

549..72

9

≡1.7

J 3.3.2

101000

3.95.0

0 20 40 60 80

図-5 市町村合併に賛成な理由

国 島原市(N=76人)

■ 深江町(N=66人)

(複数回答)

がいたるるるる答 l l75.

46.

f二一 3 6 66.

23.719.7

5.21.5

合併するメリットカ
はっきりしなV

地域の特性に対応し
きめ細かい対策ができにくくな

島原市の半島におけ
拠点性がなくな

まちの中心地がさびれ

その他,無回

0 20 40 60 80

図-6 市町村合併に反対な理由

においては,島原市で深江町の3倍以上の回答がある｡

島原半島では,地域の活性化のために市町村合併が

検討されており,がまだす計画 (島原地域再生行動計

画)2)においても｢島原半島市町村合併調査検討事業｣

は重点プロジェクトの1つになっている｡この市町村

合併については,｢賛成｣が島原市,深江町でそれぞ
れ44.1%,35.0%,｢どちらともいえない｣が41.1%,
34.3%となっており,｢反対｣の割合には差はない｡
賛成の理由としては,島原市,深江町とも ｢広域行政

を行うことによって行政改革ができる｣が最も多くあ

げられている (図-5)｡島原市で半数近 くの回答が

あった ｢有効な土地利用ができる｣は,深江町では島
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匿ヨ 島原市(N=180人)

『 深江町(N=120人)

島原市と深江町･
有明町

1市16町すべて

島原市と深江町

その他,無回答

0 20 40 60 80

図-7 合併する場合の市町の組み合わせ

Eヨ 島原市(N=408人)

- 深江町(N=346人)

戻る戻る人口続くままける回答

昭和60年の人口に

平成2年の人口に

平成7年の
が当分

人口はこの
減少し続

平成新山のイメージ
知られているので全国
島原を訪れることが期

地域の活性化には火
しか残され

火山観光化は長崎県,
市町,地域が一体となって取
おり,民間の資本参加も期

行政だけでなく,也
火山観光化の推進に積極

がまだす計画で火山
向かって事業が具体化し

その他
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田 島原市(N=239人)

1■ 深江町(N=189人)

(複数回答)

一 58.664.6

ていない原周辺のり組んで待できる.域住民も的である観光化につつある,無回答 21.2

】23. .7

1.23 5

1.2

瀞 丁.=..: 40.2

1.74.2

0 20 40 60

図-8 今後の人口予測

原市の半数以下となっている｡島原市には,災害前か

ら開発可能な土地が少なく,更に災害に伴なう砂防ダ

ム建設などにより減少しており,宅地などは崩壊が心

配されている眉山の裾に開発せざるをえない状態とな

っていることが,このような結果となった一因と考え

られる｡一方,合併に反対の理由としては,島原市で

｢合併するメリットがはっきりしない｣が最も多いの

に対し,深江町では,｢地域の特性に対応したきめ細
かい対策ができにくくなる｣が島原市に比べ約20%多

い回答で最多となっている (図-6)｡島原市と合併

した場合に,現在のような地区の特性を反映できなく

なることをおそれていると言える｡また,合併する場

合の市町の組み合わせとしてほ,島原市で ｢島原市と

深江町 ･有明町｣が圧倒的に多いのに対し,深江町で

は同様の回答は少数にとどまり,｢島原市と深江町｣
という回答が半数近くになっている (図-7).

0 20 40 60 80

図-9 火山観光化に期待できる理由

4.3 地域の活性化について

島原市および深江町では噴火災害の影響を受け,辛

成2年から平成7年の間にそれぞれ9.0%,6.5%の人

口が減少している｡今後の人口については図-8の回

答となっており,島原市においては,｢昭和60年およ
び平成2年の人口に戻る｣が7.3%にとどまっている｡

これに対し,深江町では同様の回答が21.8%と高い｡

島原市民と比べ深江町民は今後の人口の回復に前向き

な見方をしているようである｡

島原地域では,がまだす計画 (島原地域再生行動計

画)2)の重点プロジェクトにおいて島原火山科学博物

鰭 (仮称)の建設,道の駅および土石流災害遺構保存

公園 (仮称)の整備等の火山観光化の構想がまとめら

れ,事業化が進められている｡この火山観光化につい

ては,島原市,深江町とも30%弱が,｢大いにまたは
かなり期待できる｣としている｡期待できる理由とし

ては,島原市および深江町で ｢平成新山のイメージが

全国に知られているので全国から人が訪れることが期

待できる｣という噴火災害時の知名度の高さをあげて

いる (図-9)｡また,｢がまだす計画で火山観光化に
向かって事業が具体化しつつある｣は,深江町では島

原市の3倍近い回答がある｡これは島原市でアンケー

ト調査を行った平成9年9月から深江町でアンケート

調査を行った平成10年11月の一年の間に道の駅などの

建設が進み,計画の進行が住民の目に見えるところで

進んだことも理由の 1つと考えられる｡一方,火山観

光化に期待できない理由としてほ,島原市では ｢火山

観光化に対して地域住民と行政の間に意識のずれがあ
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義-6 がまだす計画の重点プロジェクトのうち重要と考えられるもの
(1人5個回答)

項 目 島原市 (N-292人)(%) 深江町 (N-208人)(%)

復典記念病院 (仮称)建設事業 55.1 45.7
(島原温泉病院の建て替え)

地域高規格道路の建設 49.7 50.0

水撫川 .中尾川 .湯江川流域の防災対策事業 46.2 33.2

島原半島広域観光ルート形成事業 29.8 24,0

島原火山科学博物館 (仮称)建設事業 26.0 19.7

砂防指定地利活用推進事業 21.2 17.3

衝なみ環境亜傭事業 20.5 20.7

島原半島商工業振興支援事業 19.9 12.0

道の駅整備事業 16.I 29.8

島原半島市町村合併調査検討事業 15.4 15.4

地域 .生活情報通膚基盤の整備事業 14.7 8.2

高等看護学校設置事業 14.7 17.3

国立線のダイアモンド計画 ｢ルネッサンス計画 (仮称)｣事業 12,0 10.6

島原 .深江地区農地区画整備事業 ll.3 36.1

ボランティア団体のネットワーク化推進事業 ll.0 3.4

土石流災害遺構保存公園 (仮称)整備事業 10.3 12.0

がまだす計画推進のための基金設置事業 9.6 13.9

島原復興アリーナ (仮称)整備事業 8.2 9.1

担い手育成畑地帯総合整備事業 7.9 8.7

雲仙岳災善復興種苗放流事業 7.5 10.6

あすを築く漁協合併綴合対策事業 6.5 4.8

島原半島農林業立国宣言事業 4.8 4.3

観光系学科 (高等学校)の設置調査事業 3.8 3.4

小浜温泉リフレッシュセンター建設事業 2.4 0.0

原城資料館集備事業 2.1 1.0

広域型増殖易造成事業 2.1 3.8

漁業加工推進圏形成事業 1.0 3.4

り,まだ定着していない｣が最も多いが,深江

町では ｢火山観光化のために作った博物館,土

石流遺構などの維持管理費の負担が大きくなる

おそれがある｣といった各施設を運営していく

上で最大の問題となる維持管理費を心配する声

が多くなっている (図-10)｡

平成9年3月に長崎県が策定した ｢がまだす

計画 (島原地域再生行動計画)｣ 2)については,

島原市で88.2%,深江町で78.0%の人がその策

定を知っており,どちらも30-40%がその内容

も ｢知っている｣としている｡また,がまだす

計画の27重点プロジェクトうち,重要と考えら

れるものを5つ回答してもらった結果が表-6

である｡深江町では,｢島原 ･深江地区農地区
画整備事業｣に35.9%の回答があるが,島原市

では11.3%にとどまっている｡また,深江町で

は町内に建設中の ｢道の駅整備事業｣に島原市

の約 2倍の回答があるなど特徴が見られる｡

団 島原市(N=157人)

- 深江町(N=129人)

0 20 40

図-10 火山観光化に期待できない理由
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表-7 今後の災害対策で必要なことがら
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(複数回答)

項 目 島原市 (N-408人)(%) 深江町 (N-346人)(%)

火山保険制度 (損害保険) 50.0 42.8

九州大学島原地帯火山観測所の充実 49.0 37.9

道路 .鉄道などの迂回路やネットワーク化による代替性の確保 47.3 45.2

災害ボランティアの活動 40.0 24.6

応急仮設住宅の住環境改善 37.3 31.5
(広さ,防音,温度)

商工業などの間者被害に対する救済対策 35.8 26.9

災害対策基本法の改正 35.5 30.1

災害危険地の土地の買い上げ制度 32.4 24.0

無人化施工などによる危険地区における防災工事を行う技術開発 31.1 22.0

海上輸送路の確保 31.1 21.4

雲仙岳災害対策基金のような基金創設 28.4 33.2

積榛的な応急 .緊急対策 (仮設導流堤,矢板工など)の導入 24.5 29.8

復興 .復旧に対する情報提供システム 23.8 32.4

安中三角地帯などの復興まちづくりに対する支援体制 18.1 -

地域住民の復興 .復旧に関する合意形成の行い方 16.7 15.3

見たことがない 見たことがある

島原市(N=408人)
深江町(N=346人)

50 25 0 25 50 75 100

図-11 防災マップおよび防災ガイドブックを見た
ことがあるかどうか

がまだす計画には,地域住民の意向が反映されてい

るかどうか｣という問に対しては,｢十分に反映され
ている｣(島原市5.1%,深江町6.7%),｢かなり反映
されている｣(同23.6%,32.7%)および ｢少し反映

されている｣(同33.6%,41.3%)の項目でいずれも

深江町の回答が多く,｢反映されていない｣の項目で
はいずれも3%前後島原市の回答が多い｡がまだす計

画への評価は島原市に比べ深江町で高いことがわか

る｡

4.4 防災都市づくりについて

島原市および深江町では,平成6年6月に土石流や

火砕流に対する避難方法などを示した防災マップと防

災ガイドブックをそれぞれ作成し,各家庭に配布して

いる｡これについては,島原市で80%以上が ｢見たこ

とがある｣としているが,深江町では70%弱となって

いる (図-ll)0

今回の雲仙普賢岳の噴火災害を体験して,今後の災

害対策として必要なことがらをあげてもらったとこ

ろ,秦-7のように深江町に比べ島原市で回答の割合

団 ある ■ ない

､. = :

0 25 50 75 100

図-12 居住地区で避難訓練が行われているかどうか

が高いものが多くなっている｡特に,｢九州大学島原
地震火山観測所の充実｣と｢災害ボランティアの活動｣

については,島原市での回答の割合が10%以上も高い｡

一方,｢復興 ･復旧に対する情報提供システム｣では,
島原市に比べ深江町で回答が多くなっている｡

｢居住地区で避難訓練が行われているかどうか｣と

いう間に対しては,｢ある｣という回答が深江町で島
原市の約 2倍ある (図-12)｡また,避難訓練へ ｢参

加したことがある｣は,島原市で51.2%,深江町で

69.1%と深江町で多い｡

｢水無川や中尾川の土石流は今後も発生すると思う

かどうか｣という問には,｢確実に発生するだろう｣
が島原市と深江町でそれぞれ17.2%,10.7%の回答が

あり,｢十分に考えられる｣はそれぞれ61.3%,53.8

%となっている｡深江町民に比べると島原市民が土石

流の発生を危倶していることがわかる｡土石流の発生

のおそれが少ない理由としては,図-13のように島原

市と深江町では多少の違いが見られる｡

また,島原市と深江町では,災害時に近隣の協力を
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遊砂地,導流堤,河川改
防ダムの着工などの防災
進んで,安全が確保され

火砕流が発生せず,
地表面に少なくなり
割合が減っ

上流部に種子をまくこ
によって緑が回

土砂の流出をおさえられ
砂防ダム群が完成するま
諌早水害や長崎蒙雨並
降らないだろ

その他,
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園 島原市(N=408人)

- 深江町(N=346人)

(複数回答)

%

倭,砂工事がたから.山灰が流出のたからとなど復してたからでに,の雨はうから無回答 81.

完妙義轟 33.52.9

30.0.8

5.77.9

7.16.9

0 25 50 75 100

図-13 土石流の発生のおそれが少ない理由

行うために自主防災組織が全町内会 (自治会)で結成

されているが,これについては,深江町において ｢知

っている｣という回答が多くなっている (図-14)0

この自主防災組織が ｢災害時に有効であるかどうか｣

という問には,｢かなり有効である｣という回答が,
深江町で30.3%と島原市の16.1%の約2倍であるが,

｢かなり有効である｣および ｢多少有効である｣とい

う回答を合わせると,島原市と深江町でそれぞれ67.8

%,77.2%で大きな差は見られない｡

5.まとめ

本論文のまとめを以下に述べる

1)町内会 (自治会)活動への参加は,島原市よりも

深江町で盛んで,深江町の活動内容は住民のふれあ

いが増すものが多い｡深江町では,以前からの住民

同士のつながりが強いことが伺える｡

2)島原市および深江町に住み続けたいとする人の割

合はほとんど変わらないが,住み続けたい理由でと

して島原市で ｢愛着がある｣であるのに対し深江町

で ｢家や畑がある｣,住み続けたくない理由として

島原市で ｢まちがさびれる｣のに対し深江町で ｢収

入が少ない｣など差が見られる｡

島原市 (N=408人)
深江町(N=346人)

知らない 知っている

>2･-車 51･71
23･ _ゝ ･こ､･･ ＼ミミ;せ65･

60 40 20 0 20 40 60 80

図-14 自主防災組織の結成を知っているかどうか

3)現在の生活の不便 ･不満としてあげられるものの

上位は,島原市,深江町とも同様のものである｡

4)市町村合併については,深江町よりも島原市にお

いて賛成の割合が高い｡賛成の理由,反対の理由お

よび合併する場合の市町の組み合わせでは,両自治

体の回答に差が見られる｡

) 5)島原市および深江町では,噴火災害の影響を受け

人口の減少が進んだが,深江町では今後の人口の回

復に前向きな回答が多く見られる｡

6)がまだす計画の内容で重要と考えられるプロジェ

クトをあげてもらった結果を見ると,島原市民は島

原市で行われる事業を,深江町民は深江町で行われ

る事業を多くあげている｡がまだす計画への評価は,

島原市に比べ深江町で高くなっている｡

7)防災マップおよび防災ガイドブックを見たことが

あるとする割合は島原市で高くなっているが,避難

訓練の実施や自主防災組織の住民への浸透や評価は

深江町で高くなっている｡防災意識は,島原市に比

べ深江町の方が高いということが言えるようであ

る｡

最後に,アンケート調査を行うにあたり,快くご協

力くださいました島原市民および深江町民の方々に,

深くお礼申し上げます｡
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